
令和４年度 第１回 

さいたま市社会福祉審議会 高齢者福祉専門分科会 

次    第 

日時：令和４年 7 月２７日（水） 

１０時００分～１１時３０分（予定） 

    於：WEB 会議（浦和区保健センター５階大会議室） 

１ 開 会 

２ 議 事 

（１）さいたま市第 8 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の実

施状況について 

（２）さいたま市第 9 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策

定概要について 

３ その他 

４ 閉 会 

＜資料一覧＞ 

・次第 

・委員名簿 

・資料１ 

・資料２ 

・参考資料  さいたま市社会福祉審議会条例＜抜粋＞ 



（令和４年７月２７日現在）

No. 役職 氏　名 団体名 出欠

1 井原　弘美 日本赤十字奉仕団さいたま市地区本部委員会 ○

2 大麻　みゆき 特定非営利活動法人ケアハンズ ○

3 大木　洵人 市民公募委員 ○

4 小野寺　信夫 市民公募委員 ○

5 会長 梶川　義人 日本虐待防止研究・研修センター ○

6 岸田　誠 さいたま市薬剤師会 ○

7 播磨 高志 埼玉県福祉部高齢者福祉課 ×

8 小谷野　俊啓 さいたま市歯科医師会 ×

9 関根　隆俊 さいたま市老人クラブ連合会 ○

10 田中　孝之 さいたま市自治会連合会 ○

11 職務代理 萩原　淳子 さいたま市老人福祉施設協議会 ×

12 保坂　由枝 さいたま市介護支援専門員協会 ○

13 依田　博之 市民公募委員 ○

14 若杉　直俊 さいたま市4医師会連絡協議会 ×

（全１４名、敬称略）

さいたま市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会

委　員　名　簿



さいたま市 第８期
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の

令和３年度の実施状況について

資料１
令和３(2021)年度 令和５(2023)年度

保健福祉局 長寿応援部
高齢福祉課

いきいき長寿推進課
介護保険課



計画の進捗管理（ＰＤＣＡ）
計画書
３P

毎年度、事業の実施状況と「活動指標」を把握し、個々の「事業レベル」の進捗状況を確認。

加えて、９つの「参考成果指標」を把握し、「施策レベル」での進捗（評価）を確認。

同時に、進捗管理の結果を「高齢者福祉専門分科会」に報告するとともに、必要に応じて、指標や

事業の実施方法の見直し等についてご意見を伺い、第９期の計画の検討に反映。

これらの内容は、市ホームページ等を通じて、市民に情報提供する。

• 第９期の基本方針、基本目標、
各種施策、重点事業等の検討

• 第９期の介護保険事業計画の検討

PLANDO

CHECK ACTION PLAN

第９期計画の策定

• 第８期計画の
施策・事業に
係る成果の点
検と課題の抽
出

• 課題への対処方策
の検討

• 新たな国の法令、
制度等の反映

• 社会動向やニーズ
の変化への対応

第８期計画 1



進捗管理の体系

毎年度の計画の進捗管理（ＰＤＣＡ）においては、68の「活動指標（事業レベル）」 及び９つの「参考

成果指標（施策レベル）」の活用に加え、総合的な指標として「高齢者の市民満足度」を把握。
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＜施策体系＞ ＜指標＞

７つの基本分野と
２０の具体的施策

基本目標を実現するための
各分野の基本的な取組・方策

100の実施事業*1

具体的施策を達成するための
具体的手段

基
本
方
針
・

基
本
目
標

実
施
事
業

（目的） （手段）

（実現に貢献）

総合的指標

活動指標
（68）*2

基本方針と
３つの基本目標

（自助・互助・共助・公助の観点）

＜進捗管理＞

評価結果を実施事業の改善及び予算編成に反映

・参考成果指標の動向把握

・施策の進捗状況を検証

・活動指標による事業の
達成状況の評価

・評価を踏まえた
事業改善の検討

・市民目線や各
分野の有識者に
よる専門的見地
に基づく施策の
進捗状況及び事
業の実施状況の
検証

・施策・事業をよ
り効果的・効率
的に進めていく
ための改善策の
提案

事
業
評
価

施
策
評
価

参考
成果指標
（９）

内 部 外 部

「高齢者の市民満足度（住みやすい、住み続けたい）」を把握
（「さいたま市民意識調査」の結果を活用）

基
本
分
野
・

具
体
的
施
策

*1 再掲事業（5事業）を含めると実施事業数は105
*2 再掲活動指標（5指標）を含めると活動指標数は73



進捗管理の具体的方法（施策評価・事業評価）

本計画の進捗管理（ＰＤＣＡ）においては、68の「活動指標（事業レベル）」 及び９つの「参考成果指

標（施策レベル）」を活用。

まずは毎年度「事業評価シート」による「事業のＰＤＣＡ」（事業評価）を実施。

加えて「事業評価」の結果に「参考成果指標」の動向を加味した「施策評価シート」の作成により施

策の進捗を確認。

上記進捗管理については、本市の最上位計画である「総合振興計画実施計画」（R3～R7年度）の

進行管理手法に倣うものとする。

＜事業評価シート＞ ＜施策評価シート＞
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総合的指標 さいたま市民意識調査結果
「高齢者（70歳以上）の市民満足度（住みやすい、住み続けたい）」の把握

本計画の進捗管理（ＰＤＣＡ）における総合的な指標として「高齢者（70歳以上）の市民満足度」を把握。

70歳以上の市内在住高齢者のうち、男性の概ね７割、女性の概ね８割が「住みやすい」と回答、男性・

女性の概ね９割が「住み続けたい」と回答（令和３年度）。

＜住みやすさと定住意向の推移（性・年代別）＞

（出典）令和３年度さいたま市民意識調査報告書（さいたま市広聴課）

＜同全体結果（参考）＞

＜回答者の基本構成（参考）＞
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参考成果指標の動向把握
本計画の基本分野・施策における以下の参考成果指標について、令和３年度の実績値を把握。

介護認定率（№4～6）については、65歳以上全体で増加、75歳から79歳までで減少、介護認定者の内、

維持・軽度化した割合は増加となっている。
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№ 参考成果指標
関連する
基本分野

基準値
実績値
R3年度

実績値
R4年度

実績値
R5年度

1 主観的幸福度 ①～⑥
7.2点/10点
(R1年度)

- - -

2 社会参加状況 ①～③⑥
73.0％
(R1年度)

- - -

3 主観的健康度 ①③
80.8％
(R1年度)

- - -

4 介護認定率（65歳以上） ①②⑦
17.4％
(R1年度)

▼18.0% - -

5 介護認定率（75歳～79歳） ①②⑦
12.5％
(R1年度)

△12.1% - -

6 介護認定者の維持・軽度化した割合 ①②⑦
76.6％
(R1年度)

△82.9% - -

7 健康寿命 ①②⑦
男性17.74年
女性20.50年
(H30年度)

△17.83年
△20.62年
(R1年度)

- -

8
地域の活動や地域での交流が活発に行われていると感じている
市民の割合

②～⑤
54.3％
(R2年度)

▼52.5% - -

9 「学習機会を得ている」と感じる市民の割合 ②
48.4％
(R2年度)

▼47.8% - -

10
「学習の成果を地域活動やボランティアなどで社会に還元してい
る」と答えた市民の割合

②
24.6％
(R2年度)

▼22.9% - -

11 市民の就業率 ①②
60.1％
(R2年度)

▼59.3% - -



6

第８期計画における７つの「基本分野」及び３つの「重点施策」

重点施策

1. 介護予防・重度化防止の推進

2. セカンドライフの充実

3. 地域の支え合いによる生活支援
の体制整備

基本分野

① 健康の維持と介護予防を進めます
② 高齢者が活躍できる場を確保します
③ 地域で幅広く高齢者の生活を支援します
④ 長寿を尊ぶ地域社会を醸成します
⑤ 誰もが安心して暮らせる環境を整備します
⑥ 介護サービス等の充実を図ります
⑦ 医療と介護の連携を強化します

① 事業全体 （活動指標を設定しない事業を含む全105事業 *再掲５事業を含む）

② ３つの「重点施策」

③ ７つの「基本分野」別

④ ７つの「基本分野」の内訳（施策）別 の実施状況を順に確認

6

令和３年度の実施状況の確認方法



第８期計画の実施状況①②（事業全体・重点施策全体）

事業全体では、「Ａ：目標を上回って達成」「Ｂ：目標をおおむね達成」「－：目標を設定しない事業」を合わせ

た約８割の事業が予定通りに実施された。

３つの重点施策全体では、 「Ａ：目標を上回って達成」「Ｂ：目標をおおむね達成」「－：目標を設定しない事

業」を合わせた約７割の事業が予定通りに実施された。

「Ｃ：目標を未達成」となった２２事業の内、約８割の事業が新型コロナウイルス感染症による影響を受けた。

（備考）ABCの基準は、A（目標に対する実績が110％以上）、B（90％以上110％未満）、C（90％未満） 7

※約８割の事業が
新型コロナによる
影響あり

※約７割の事業が
新型コロナによる
影響あり



第８期計画の実施状況③（基本７分野別）

７つの基本分野別では、分野３（生活支援）から分野７（医療介護連携）までの５分野で、８割以上
の事業が予定通りに実施された。

一方で、分野１（健康・介護予防）及び分野２（高齢者の活躍）では、予定通り実施された事業が７
割以下となっており、新型コロナウイルスの影響により比較的事業の遅れがみられた。
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第８期計画の実施状況④（施策別）

9

基本分野の内訳（２０の施策）別に分析すると、「Ｃ（目標を未達成）」の事業が２割以上を占める

（達成率が８割未満の）施策は以下、「★」の１０施策となった。



目標・実績 評価 目標・実績 評価 目標・実績 評価

計画 14圏域 18圏域 22圏域

実績 14圏域 － －

計画 10% 12.5% 15.0%

実績 15.7% － －

計画 60% 65% 70%

実績 64% － －

計画 82% 82% 82%

実績 99% － －

計画 6,800人 7,800人 9,000人

実績 5,710人 － －

計画 41% 43% 45%

実績 54% － －

計画 1,260件 1,290件 1,320件

実績 1,214件 － －

計画 40,000人 41,000人 42,000人

実績 38,675人 － －

計画 6,900人 7,200人 7,500人

実績 2,266人 － －

計画 60店 60店 60店

実績 73店 － －

計画 11,200人 11,500人 11,800人

実績 10,676人 － －

計画 78% 81% 84%

実績 94% － －

計画 建築実施設計着手 造成工事・建築工事着手 造成工事完了

実績 建築実施設計着手 － －

B

④通いの場等で健康教育等を受けた方
が「とても満足」「満足」と回答した割合

Ａ

基本
分野

令和３年度

Ａ

(1)-③ 高齢者によるボランティ
ア活動の支援

シルバーポイント（ いきいきボランティア
ポイント）登録者数

Ｃ
コロナ

(1)-⑤ シニアユニバーシティの
運営等

講座参加者が講座内容について「とて
も満足」「満足」と回答した割合

Ａ

分野２

(1)-① セカンドライフ支援セン
ター（り・とらいふ）の運営

相談件数 B

(1)-② 高齢者の外出及び生き
がいづくり活動の支援

①シルバーポイント（ 長寿応援ポイン
ト） 登録者数

Ｃ
コロナ

②アクティブチケット新規交付者数 Ｃ
コロナ

③シルバー元気応援ショップ協賛店舗
増加数

(2)-④ 高齢者の交流、生きが
い、健康づくりに寄与する施設
の整備・運営

東楽園再整備の進捗度 B

(2)-③ 介護予防に関する教室
や講座の実施

通いの場への高齢者の参加者数

－

－

－

－

－

－

Ｃ
コロナ

(2)-④ 介護予防の地域づくり
に向けた担い手の育成

いきいきサポーター養成講座参加者が
講座内容について「とても満足」と回答
した割合

Ａ

分野１

(2)-① 高齢者の保健事業と介
護予防の一体的実施

①事業実施日常生活圏域数 Ｂ

②保健指導等の参加率 Ａ

③保健指導の参加者のうち、生活習慣
を改善する意欲のある人の割合

令和４年度

－

－

－

区分活動指標事業名

－

－

－

－

－

－

－

令和５年度

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（参考）主な事業の令和３年度の計画と実績

10（備考）ABCの基準は、A（目標に対する実績が110％以上）、B（90％以上110％未満）、C（90％未満）



目標・実績 評価 目標・実績 評価 目標・実績 評価

計画 56% 58% 60%

実績 56% － －

計画 4,000人 4,080人 4,150人

実績 4,426人 － －

計画 11,200人 11,500人 11,800人

実績 10,676人 － －

計画 8,800人 8,900人 9,000人

実績 2,727人 － －

計画 82% 84% 86%

実績 92.8% － －

計画 45 件 45 件 45 件

実績 45 件 － －

計画 78% 81% 84%

実績 99.8% － －

計画 78% 81% 84%

実績 74.8% － －

計画 41% 43% 45%

実績 56% － －

－

－

基本
分野

事業名 活動指標 区分
令和３年度 令和４年度 令和５年度

－

－

－

－

－

－

シルバーポイント（いきいきボランティア
ポイント）登録者数

Ｃ
コロナ

(4)-① 認知症に対する正しい
理解の普及

①認知症サポーターの養成数 Ｃ
コロナ

②認知症サポーターステップアップ講座
の参加者が「とても満足」「満足」と回答
した割合

Ａ

分野５
(1)-① 有料老人ホームの指
導・監督

－

－

－

－

－

－

－

－

立入検査数 B

分野６

(1)-⑧ 地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護

介護保険施設等の公募数に対する採
択数の割合

Ａ

(3)-③ 処遇改善加算取得の
促進

介護職員等特定処遇改善加算を算定し
ている事業所数の割合

B

(3)-④ 介護予防の地域づくり
に向けた担い手の育成　＜再
掲＞

いきいきサポーター養成講座参加者が
講座内容について「とても満足」と回答
した割合

Ａ

(2)-② 高齢者によるボランティ
ア活動の支援　＜再掲＞

－

－

分野３

(1)-① 地域包括支援センター
の機能強化等

地域包括支援センターの認知度 B

(2)-① 見守り活動の推進 高齢者見守りの活動者数 Ａ

（参考）主な事業の令和３年度の計画と実績

11（備考）ABCの基準は、A（目標に対する実績が110％以上）、B（90％以上110％未満）、C（90％未満）



第８期介護保険事業計画の令和３年度の実施状況

令和３年度は、認知症対応型共同生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅

介護については達成、その他の種別については未達成となった。

未達成の主な要因としては、公募の申込みが計画数に達しなかったことや、事業者から事業計画の取下げがあった

ためである。

目標数 実績 目標数 実績 目標数 実績

介護医療院 314人 245人 514人 － 714人 － 未達成

（介護予防）特定施設入居者生活介護
（有料老人ホーム等） 8,450人 8,429人 8,850人 － 9,250人 － 未達成

66か所 69か所 71か所 － 76か所 －

1,321人 1,375人 1,411人 － 1,501人 －

2か所 1か所 3か所 － 4か所 －

58人 29人 87人 － 116人 －

7か所 5か所 9か所 － 11か所 －

198人 140人 256人 － 314人 －

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 9か所 9か所 10か所 － 10か所 － 達成

（介護予防）認知症対応型通所介護 16か所 14か所 18か所 － 20か所 － 未達成

看護小規模多機能型居宅介護 4か所 4か所 5か所 － 6か所 － 達成

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 17か所 16か所 19か所 － 21か所 － 未達成

（介護予防）認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

達成

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 未達成

地域密着型特定施設入居者生活介護 未達成

サービス種別
令和３年度 令和４年度 令和５年度

令和３年度
実施状況

12



令和３年度の振り返り
基本分野１ 健康の維持と介護予防を進めます

13

新型コロナウイルス感染症の影響により、介護予防活動の実施形態の

変化が見込まれる。

高齢者は複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的なつながりの低下

といったフレイル状態になりやすい。

⇒ 引き続き、新しい形での介護予防活動について検討を進め、

高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施していく必要がある。

取組の方向性

予定通り実施できなかった主な事業

介護予防に関する教室や講
座の実施（ますます元気教室、
健口教室、すこやか運動教室
など）

予定通り実施した主な事業

高齢者の保健事業と介護予
防の一体的実施



令和３年度の振り返り
基本分野２ 高齢者が活躍できる場を確保します

高齢者の活躍の場において、新型コロナウイルス感染症の影響が見られる。

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定されていたイベントが中止とな
り、イベント会場での事業ＰＲ活動ができなかった。

⇒ セカンドライフ支援センター、シルバーポイント（長寿応援ポイント、

いきいきボランティアポイント）、アクティブチケットについて、

事業ＰＲの方法として、ＳＮＳの活用を検討する。

取組の方向性

高齢者の外出及び生きがいづ
くり活動の支援（シルバーポイ
ント（長寿応援ポイント）、アク
ティブチケット）

高齢者によるボランティア活動
の支援（シルバーポイント（いき
いきボランティアポイント））

予定通り実施できなかった主な事業

セカンドライフ支援センター
（り・とらいふ）の運営

シニアユニバーシティの運営
等

東楽園の再整備

予定通り実施した主な事業

14



令和３年度の振り返り
基本分野３ 地域で幅広く高齢者の生活を支援します

認知症サポーター養成講座や各種研修の開催にあたり、新型コロナウイルス感染

症の感染状況に応じ、通常の対面方式だけでなく、オンライン方式も組み合わせる

ことで、安定的に開催できる環境づくりを目指す。

⇒ 幅広い世代や様々な団体にアプローチし、認知症の理解を深めるための

取組を更に拡充する。
15

取組の方向性

認知症に対する正しい理解の普及（認知症
サポーターの養成）

【再掲】高齢者によるボランティア活動の支
援（シルバーポイント（いきいきボランティア
ポイント））

予定通り実施できなかった主な事業

地域包括支援センターの機能強化等

見守り活動の推進

予定通り実施した主な事業



総括 －令和４年度以降において引き続き取り組むべき施策
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• フレイル状態など生活機能の低下や要支援状態に
おける重度化を防止するための介護予防の推進

• 高齢者が自分らしく活躍できる場を確保し、その活
力を地域社会へと還元する取組の促進

自助

• 高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続ける
ための生活支援体制の整備や、地域の支え合い活
動への意識の醸成

互助

• 高齢者が地域で安心して暮らすための居住環境や
介護サービスの充実による、生活基盤の整備共助・公助



＜参考資料＞

さいたま市 第８期
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

概 要
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計画の基本方針と参考成果指標

基本方針に「生涯現役での活躍」と「住み慣れた地域で健康に暮らせる環境づくり」という

２つの行動軸を設定。

基本方針の実現状況をより分かりやすく示すため、新たに９つの参考成果指標を設定。

■基本方針

市民一人ひとりが生涯現役で活躍するとともに、住み慣れ
た地域で健康に暮らせる環境を作ることで、誰もが生き生き
と長生きして暮らせる地域共生社会の実現を目指します。

計画書
55-57P

■９つの参考成果指標

① 主観的幸福度 ② 社会参加状況 ③ 主観的健康度 ④ 介護認定率 ⑤ 健康寿命

⑥ 地域の活動や地域での交流が活発に行われていると感じている市民の割合

⑦ 「学習機会を得ている」と感じる市民の割合

⑧ 「学習の成果を地域活動やボランティアなどで社会に還元している」と答えた市民の割合

⑨ 市民の就業率
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計画の施策体系

一人ひとりの取組である「自助」、支え合いの取組である「互助」、介護保険制度とこれを補完する

福祉サービスである「共助・公助」の視点を、３つの基本目標として新たに設定。

基本目標の下、第７期から引き続き、７つの基本分野と３つの重点施策を推進。全100事業を実施。

計画書
58-59P

施策の推進に際しては、

コロナ禍における福祉活動の
現状と課題を踏まえ、

①不安解消のための正確で分
かりやすい情報の収集・提供、

②これまでのつながりの手段
や活動の手段の「置き換え」の
促進、

③元気な高齢者と要支援・要
介護者の両者をケアしていくこ
となど、

必要な取組を併せて進めます。

（第４回計画検討会での御意見を反映）



施 策 主な事業 （活動指標を設定する事業） 事業総数

（１）【重点施策】
セカンドライフの充実

• セカンドライフ支援センター（り・とらいふ）の運営
• 高齢者の外出及び生きがいづくり活動の支援
• 高齢者によるボランティア活動の支援
• 地域におけるボランティア研修講座の開催
• シニアユニバーシティの運営等生涯学習機会の提供
• シルバー人材センターを通じた就業の促進

１１

（２）高齢者の交流の場の確保
• 高齢者の集いの場に対する支援
• 高齢者のスポーツ・文化活動の活性化
• 高齢者の交流、生きがい、健康づくりに寄与する施設の整備・運営

４
20

基本目標１（自助） 主な事業 （全２５事業）

高齢者が自立した日常生活を営むことができるよう、

高齢者が自ら健康維持と介護予防に努め、活躍できる場を確保する取組を推進します。

◆基本分野１ 健康の維持と介護予防を進めます （全１０事業）

施 策 主な事業 （活動指標を設定する事業） 事業総数

（１）健康づくりの支援 • 健康教育の実施 ・ 健（検）診の実施 ４

（２）【重点施策】
介護予防・重度化防止の推進

• 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
• 介護予防に関する教室や講座の実施
• 介護予防の地域づくりに向けた担い手の育成
• 地域リハビリテーション活動の支援
• 短期集中予防サービスモデル事業の実施

６

計画書
68-78P

◆基本分野２ 高齢者が活躍できる場を確保します （全１５事業）



施 策 主な事業 （活動指標を設定する事業） 事業総数

（１）長寿の慶祝 • 敬老祝金の支給 ４

基本目標２（互助） 主な事業 （全３１事業）

高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるよう、

様々な課題を相談でき、互いに解決し合える幅広く支え合う地域づくりを推進します。

◆基本分野３ 地域で幅広く高齢者の生活を支援します （全２７事業）

施 策 主な事業 （活動指標を設定する事業等） 事業総数

（１）【重点施策】
地域の支え合いによる生活支
援の体制整備

• 地域包括支援センター（シニアサポートセンター）の機能強化等
• 地域ケア会議の開催
• 地域の担い手の養成
• 住民主体による生活支援モデル事業の実施
• 生活を支える移動手段の充実

７

（２）多様な主体による生活支援
• 見守り活動の推進
• 高齢者によるボランティア活動の支援＜再掲＞

７

（３）ひとり暮らし高齢者への支援 • 緊急通報機器等を用いたひとり暮らし高齢者の見守り ３

（４）総合的な認知症施策の推進 • 認知症に対する正しい理解の普及 ４

（５）権利擁護・虐待防止の推進 • 虐待防止、早期発見、対応の推進 ４

（６）介護者（ケアラー）への支援
• 介護者が集い、相談できる場の確保
• 家族介護者の周知及び支援体制の充実

２

計画書
79-87P

◆基本分野４ 長寿を尊ぶ地域社会を醸成します （全４事業）

21



施 策 主な事業 （活動指標を設定する事業） 事業総数

（１）在宅医療・介護連携の推進
• 医療・介護関係者への研修の実施
• 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備＜再掲＞

５

22

基本目標３（共助・公助） 主な事業（全４９事業）

高齢者が安心して暮らせるよう、

居住環境の整備と介護サービスの充実、医療と介護の連携強化を図ります。

◆基本分野５ 誰もが安心して暮らせる環境を整備します （全１８事業）

施 策 主な事業 （活動指標を設定する事業等） 事業総数

（１）高齢者向け施設・住宅の確保 • 有料老人ホームの指導・監督 ６

（２）高齢者の居住環境の整備 • 介護予防のための住宅改修に対する支援 ３

（３）高齢者の暮らしにおける
安全・安心の確保

• 消費生活相談の実施
• 生活を支える移動手段の充実＜再掲＞
• 道路・交通におけるバリアフリー化の推進
• 高齢者の交通事故の減少
• 災害時における高齢者の安全確保
• 高齢者家庭防火訪問の実施
• 緊急時安心キットの広報

９

計画書
88-103P

◆基本分野７ 医療と介護の連携を強化します （全５事業）



高齢者が安心して暮らせるよう、

居住環境の整備と介護サービスの充実、医療と介護の連携強化を図ります。

◆基本分野６ 介護サービスの充実を図ります （全２６事業）

施 策 主な事業 （活動指標を設定する事業等） 事業総数

（１）介護保険施設と居住系
サービスの充実

• 介護医療院への転換
• 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム・サービス付き高齢者
向け住宅）への転換

• 認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）の整備
• 地域密着型特定施設入居者生活介護の整備
• 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の整備

８

（２）地域密着型サービス等の
充実

• 地域密着型サービス運営委員会の開催
• 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備
• 認知症対応型通所介護の整備
• 小規模多機能型居宅介護の整備
• 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）の整備

７

（３）介護人材の確保

• 介護業界のイメージアップに向けた普及啓発
• 処遇改善加算取得の促進
• 介護予防の地域づくりに向けた担い手の育成＜再掲＞
• 地域の担い手の養成＜再掲＞

５

（４）介護サービスの適正化と
質の向上

• 介護給付の適正化推進
• サービス事業者への指導監査の実施

２

（５）介護サービスの補完 • 重度の要介護状態にある高齢者とその家族に対する支援 ４

計画書
88-103P

基本目標３（共助・公助） 主な事業（全４９事業）

23
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主な施設サービスの整備計画
計画書
152-
157P

※１ 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設からの転換に限ります。

※２ 新設による整備は行いません。令和３年４月１日において既に届出又は登録のある高齢者向け集合住宅（住宅型有料老人ホーム及び住宅型サービス付

き高齢者向け住宅）からの転換に限ります。

施設種類 
令和２
年度末累計
(見込み) 

令和３年度 
2021 年 

令和４年度 
2022 年 

令和５年度 
2023 年 

第８期 
計画計 

１ 介護保険施設 

介護老人福祉施設 
（特別養護老人ホーム） 

6,917 人 － － － ０人

介護老人保健施設 3,098 人 － － － ０人

介護医療院 ※１ 114 人 200 人 200 人 200 人 600 人

介護療養型医療施設 142 人 － － － ０人

２ 地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ８か所 １か所 １か所 － ２か所

地域密着型通所介護 98 か所 － － － － 

（介護予防）認知症対応型通所介護 14 か所 ２か所 ２か所 ２か所 ６か所

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 15 か所 ２か所 ２か所 ２か所 ６か所

（介護予防）認知症対応型共同
生活介護（グループホーム） 

1,231 人 90 人 90 人 90 人 270 人

地域密着型特定施設入居者生活介護 29 人 29 人 29 人 29 人 87 人

地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護 

140 人 58 人 58 人 58 人 174 人

看護小規模多機能型居宅介護 ３か所 １か所 １か所 １か所 ３か所

３ 高齢者施設 

特定施設入居者生活介護（介護
専用型） 

０人 － － － ０人

特定施設入居者生活介護（混合
型）※２（有料老人ホーム等）

8,050 人 400 人 400 人 400 人 1,200 人



さいたま市 第９期
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

の策定概要について

資料２令和６(2024)年度 令和８(2026)年度

保健福祉局 長寿応援部
高齢福祉課

いきいき長寿推進課
介護保険課



1

構 成

本市の年齢４区分別人口の見通し

本市の前期高齢者・後期高齢者数の見通し

次期将来推計人口の公表時期

高齢者人口（状態像別）の推移

第８期計画の要支援・要介護認定者数と認定率の見込み

本市の単身高齢者世帯数

２０２５年、その先の２０４０年を見据えた対応

現役世代の人口急減に対応した政策課題

第８期計画の基本方針と参考成果指標

第８期計画の施策体系

第９期計画策定の基本的な考え方

第９期計画策定に向けた主な論点
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本市の年齢４区分別人口の見通し

本市の老年人口（65歳以上）は、令和27（2045）年まで増え続ける見通し。

一方、生産年齢人口（15～64歳）は、平成27（2015）年の約81万人から、令和27（2045）年には約

70万人まで減少し、年少人口（14歳以下）も減少し続ける見通し。

資料 平成27年（2015）年までは、「国勢調査」（総務省）に基づきます。
令和２（2020）年以降は、国立社会保障・人口問題研究所から発表された推計値です。
※あくまでも過去の状況から推計されたものであり、今後の都市開発等の政策的要因を加味したものではありません。

計画書
5P



3

本市の前期高齢者・後期高齢者数の見通し
「団塊の世代」が全て、75歳以上となる令和７（2025）年には、市民の約４人に１人が高齢者。

「団塊の世代」が全て、介護ニーズが高い85歳以上となる令和17（2035）年は、介護人材が確保できなければ介護難民・介護離職が深刻化する恐れ。

「団塊ジュニア」世代が65歳以上を迎える令和22（2040）年には、市民の約３人に１人が高齢者となり、介護ニーズが高い85歳以上の後期高齢者は、

約10万人（令和２（2020）年比約２倍）に増加。

資料 平成27年（2015）年までは、「国勢調査」（総務省）に基づきます。
令和２（2020）年以降は、国立社会保障・人口問題研究所から発表された推計値です。
※あくまでも過去の状況から推計されたものであり、今後の都市開発等の政策的要因を加味したものではありません。

計画書
6P



次期将来推計人口の公表時期

4



高齢者人口（状態像別）の推移

（資料）第８期東京都高齢者保健福祉計画（令和３年度～令和５年度）掲載資料に矢線加筆
5
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第８期計画の要支援・要介護認定者数と認定率の見込み

第１号被保険者の認定者数は、計画最終年度である令和５（2023）年度に約5.9万人に増加見込み。

認定率は概ね年0.5ポイントずつ上昇し、令和５（2023）年度には19.1％程度になる見込み。

令和17（2035）年度以降、「団塊の世代」が徐々に減少する一方、「団塊ジュニア」世代が比較的認定

率の低い傾向にある前期高齢者となることで、認定率は減少する見込み。

資料：令和２年度の値は、介護保険事業状況報告（令和２年９月末時

点）及びさいたま市ホームページ（令和２年10月１日時点）。

※認定者数の令和３年度から22年度までの将来推計値は、平

成30～令和２年の９月末時点の認定者数を基にした、要介護

度別・性別・年齢構成区分別の出現率法による算出結果によ

ります。

※第１号被保険者数の令和３年度から22年度までの値は、保険

料推計のため直近の人口を反映することで、より実態に近い

数値とするため、平成22～令和２年までの住民基本台帳を基

にしたコーホート変化率法による独自推計値を用いています。

※項目ごとに四捨五入をしているため、項目の計と合計が一致

しないことがあります。

※本推計は自然体推計であり、平成29年度から始めた介護予

防等の取組による影響は見込んでいませんが、今後、認定

率の変化等を見ながらより効果的な取組の実施に努めます。

計画書
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本市の単身高齢者世帯数
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さいたま市

高齢者のいる一般世帯数 65歳以上の単身高齢者世帯数

高齢夫婦のみ世帯数 総世帯数

本市の単身高齢者世帯数は、平成12（2000）年から令和２（2020）年までの間に、約３．０倍に増加。

増加率は、埼玉県の約３．４倍よりは低いが、全国の約２．２倍よりも高い状況。

（資料）国勢調査（総務省）

（千世帯）（千世帯）

7
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２０２５年、その先の２０４０年を見据えた対応

地域包括ケアシステムと介護保険制度を基盤とした地域共生社会づくりを進め、増大、多様化す

る医療、介護、生活支援に対する高齢者のニーズにしっかりと応えていく必要がある。

「人生100年時代」、「生涯現役社会」を見据えて、退職後や子育てを終えた方々の「セカンドライ

フ」を、活力ある地域づくりに結び付けていく必要がある。

（資料）「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和元年12月27日社会保障審議会介護保険部会）

計画書
36P



現役世代の人口急減に対応した政策課題

9



10

第８期計画の基本方針と参考成果指標

基本方針に「生涯現役での活躍」と「住み慣れた地域で健康に暮らせる環境づくり」という

２つの行動軸を設定。

基本方針の実現状況をより分かりやすく示すため、新たに９つの参考成果指標を設定。

■基本方針

市民一人ひとりが生涯現役で活躍するとともに、住み慣れ
た地域で健康に暮らせる環境を作ることで、誰もが生き生き
と長生きして暮らせる地域共生社会の実現を目指します。

計画書
55-57P

■９つの参考成果指標

① 主観的幸福度 ② 社会参加状況 ③ 主観的健康度 ④ 介護認定率 ⑤ 健康寿命

⑥ 地域の活動や地域での交流が活発に行われていると感じている市民の割合

⑦ 「学習機会を得ている」と感じる市民の割合

⑧ 「学習の成果を地域活動やボランティアなどで社会に還元している」と答えた市民の割合

⑨ 市民の就業率
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第８期計画の施策体系

一人ひとりの取組である「自助」、支え合いの取組である「互助」、介護保険制度とこれを補完する福

祉サービスである「共助・公助」の視点を、３つの基本目標として新たに設定。

基本目標の下、第７期から引き続き、７つの基本分野と３つの重点施策を推進。全100事業を実施。

計画書
58-59P

施策の推進に際しては、

コロナ禍における福祉活動の
現状と課題を踏まえ、

①不安解消のための正確で分
かりやすい情報の収集・提
供、

②これまでのつながりの手段
や活動の手段の「置き換え」の
促進、

③元気な高齢者と要支援・要
介護者の両者をケアしていくこ
となど、

必要な取組を併せて進めま
す。

（第４回計画検討会での御意見を反映）
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第９期計画策定の基本的な考え方

「団塊の世代」が全て75歳以上となる令和７
(2025)年には、後期高齢者の割合が急増。

さらに「団塊ジュニア」世代が65歳以上を迎え
る令和22(2040)年には、市民のほぼ３人に１人
が高齢者という状況に直面する見込み。

高齢者の割合が急増する一方、現役世代の人口
が急減していく見込み。

認知症高齢者の数は、令和７年には国全体で約
700万人（高齢者の約５人に１人）に達する見
込み。国は令和元年に「認知症施策推進大綱」
を策定。

認知症高齢者など、日常的な金銭管理などに支
障がある方たちを支える手段として、成年後見
制度の重要度が増加。平成28年に「成年後見利
用促進法」が施行、平成29年に「成年後見制度
利用促進基本計画」が閣議決定。

多発する自然災害や新型コロナウイルス等の感
染症による高齢者の生活リスクの高まりに対し
て備える必要がある。

健康の維持と介護予防の推進、高齢者が活躍で
きる場を確保することで、健康寿命の延伸を図
る。

介護状態の重度化を抑制するとともに、たとえ
重度な要介護状態になっても、住み慣れた地域
で自分らしい暮らしを最後まで続けることがで
きるよう、医療・介護・介護予防・住まい・生
活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシ
ステム」を推進。

シニア人材の活用を推進することで、介護人材
と地域の担い手を確保し、高齢者を含めた様々
な世代で高齢者を支え続けることができる地域
づくりを推進。

大綱に基づき、認知症施策を総合的かつ計画的
に推進していくため、「認知症施策推進計画」
を本計画と一体的に策定し取組を推進。

国の動向に対応し「成年後見利用促進計画」を
本計画と一体的に策定し取組を推進。

高齢者の生活リスクの高まりに対して、具体的
な取組を定めて備えを充実。

高齢者を取り巻く状況・政策動向 計画策定の基本的な考え方

計画書
36-42P
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第９期計画策定に向けた主な論点

シニア人材の活用推進、介護人材と地域の担い手の確保

高齢者を含めた様々な世代で高齢者を支え続ける地域づくり

ＩＣＴを活用したスマートなシニアライフの推進

団塊ジュニア世代に対する予防啓発

2025年における地域包括ケアシステムの振り返り



令 和 ４ 年 ７ 月 ２ ７ 日 

参考資料 
令 和 ４ 年 度 第 １ 回 

さいたま市社会福祉審議会 

高齢者福祉専門分科会 

○さいたま市社会福祉審議会条例＜抜粋＞ 

平成１５年３月１４日 

条例第１２号 

（任期） 

第６条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 臨時委員の任期は、第１項の規定にかかわらず、特別の事項に関する調査審議が終了す

るまでとする。 

（会議） 

第８条 委員長（専門分科会長）は、審議会の会議を招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ会議を開く

ことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し、可否同

数のときは、議長の決するところによる。 

 （専門分科会） 

第９条 法第１１条第１項及び第２項並びに第１２条第２項の規定により、審議会に民生

委員審査専門分科会及び障害者福祉専門分科会並びに高齢者福祉専門分科会、地域福祉

専門分科会、児童福祉専門分科会、児童虐待検証専門分科会及び特定教育・保育施設等重

大事故検証専門分科会を置く。 

２ 専門分科会に属すべき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。 

３ 専門分科会に専門分科会長を置き、当該専門分科会に属する委員の互選により定める。 

４ 専門分科会長は、当該専門分科会の事務を掌理する。 

５ 専門分科会長に事故があるときは、あらかじめ専門分科会長が指名する委員がその職

務を代理する。 

６ 審議会は、専門分科会の決議をもって審議会の決議とする。 

 （準用） 

第１１条 第８条の規定は、専門分科会及び審査部会の会議について準用する。この場合に

おいて、同条第１項中「委員長」とあるのは、「専門分科会にあっては専門分科会長、審

査部会にあっては審査部会長」と読み替えるものとする。 


